
てきたことこそ、大きな問題であろう。これらは、子ど
もの「教育を受ける権利」を行使するための諸権利（人権）
が奪われたことを意味するものである。さらに、人間の
栄養・健康を維持するための学校給食が子どもたちの生
活から奪われたことは、子どもの生命・安全にかかわる重
大な問題であるといえる。
では、学校給食は、学校教育の中でどのような機能を

果たしているのだろうか。日本の学校給食は学校教育の
一環として行われているものであり、食を通した人間形
成を行っている点が世界的にも注目されている。日本の
学校給食を参考にして諸外国でも学校給食が実施されて
いるが、それらはどのような意義や機能を持つものなの
だろうか。詳しくは後述するが、本稿でとりあげた4か
国はいずれも栄養状態の維持という目的は果たしている
が、学校給食を子どもたちが生きていく社会とのかかわ
りにつなげることができていない様子が看取される。こ
のような学校給食について、コロナ禍での学校給食のは
く奪による子どもの危機という問題から、改めて「健康

1. 課題設定
学校は子どもの学力を育成する場所であるとともに、

子ども一人一人の発達を保障する重要な場所である。す
なわち、学校教育は学力の育成のみならず、人間として
成長・発達していくための機能も有しているといえる。子
どもの発達を支える学校教育は、現在の子どもにとって
どのような機能を果たしているのだろうか。

2020年初頭に発生した新型コロナウイルス感染症（以
下、COVID-19）では、学校も休校や閉鎖を余儀なくされ
た。学校教育が機能不全に陥ったことによって、教育機
能のみならず、学校教育が担っていたあらゆる機能から
子どもが締め出されるという状況に直面した。こうした
状況下において学校教育の保障のあり方が議論されてい
るが、コロナ禍での大きな問題は学校教育が奪われたこ
とだけであろうか。学校生活のはく奪によって、子ども
の虐待や居場所の問題など、コロナ禍以前より社会問題
化していた貧困から派生するさまざまな問題が顕在化し
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ABSTRACT
本稿は「健康権」保障のあり方を再検討することを目的として、日本・中国・モンゴル・ロシア連邦の東アジア諸国にお

ける学校給食制度を対象として考察を行うものである。
学校給食制度をめぐる各国の状況は、次の通りである。日本においては、戦後より教育的意義を有する学校給食を実

施しており、近年では「食育」の実施が目指されている。中国では、国全体の健康状態を改善する必要性から「健康権」
を保障するための取り組みの一つとして学校給食が位置づけられており、近年は教育的意義を有する学校給食に移行
しつつある。また、モンゴルでは学校での軽食の提供によるさまざまな教育的な効果から、学校給食の本格的な実施
が目指されている。モンゴル同様にロシア連邦においても学校での食事を提供するプログラムが実施されており、学
校だけではなく学校以外の場所で学習している子どもも対象とされていることや、教育分野と他分野の連携によって
学校での食事を提供しようとしている。
各国の学校給食制度の動向からは、国民の健康状態を改善することを目指して学校給食を実施してはいるが、「健康」

の捉え方や学校給食の位置づけは異なる状況となっている。学校給食は健康に生きるための栄養状態の維持だけでは
なく、ウェルビーイングの実現の両立を企図する機能を持つものである。このような学校給食は、教育において「健康
権」を保障していくための重要な役割を担うものでもあり、学校教育という場に限定されない保障のあり方を考えてい
くことが必要である。
これから子どもの権利を保障するための教育を志向していくためには、「教育を受ける権利」と「健康に生きる権利」

の両立をどのように捉えていくのかを検討する必要があるといえる。

「健康権」保障の在り方の再検討
― 東アジア諸国における学校給食を手掛かりに ―
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権」という側面から問い直してみたい。そもそも「健康権」
は、「到達可能な最高水準の権利」とされ、心身が健康な状
態であることのみならず、生涯発達の観点からも個々人
のウェルビーイングを保障する重要な人権である。
以上のような関心に基づく先行研究については、教育

学分野では学校給食に関する蓄積が多くはない。学校給
食に関しては、社会福祉分野からのアプローチが主であ
り、学校給食の意義や位置づけをめぐる変遷について明
らかにされている。また、他国との比較から、教育的意
義を持つ学校給食としての特徴をもつ日本の学校給食が
取り上げられている。近年では、「食育」推進の観点から導
入された栄養教諭の創設から、栄養教諭の養成・研修、適
正配置等、「食育」をいかにして普及・推進していくのかと
いう点から、その実態と課題について言及されている。
「健康権」をめぐっては医療分野からのアプローチが
盛んである。教育分野においては、医療・福祉分野等の専
門職養成の観点から、「健康権」をどのように盛り込んで
いくのか、また「健康権」を踏まえた専門職養成を行うの
かについて分析されている。
学校給食、「健康権」のいずれについても教育学分野か

らの研究は多くはなく、学校教育全体の中でどのように
捉えていくのかという点については積極的な議論がなさ
れてきたとは言い難い。「健康」と「教育」は距離があるよ
うに思えるが、「健康」であることは「教育」を行い、その成
果を効果的に発揮するためにも有効なものであり、それ
らの相乗効果によって人生を豊かにする機能を担うもの
でもある。これまで関連づけて語られることが多くはな
かった両者の関連性について問い直すことは、「教育」の
可能性を拡げることだけではなく、個々の人権を保障し、
社会とのかかわりという点からの権利保障について、新
たな展開を導くことになるのではないだろうか。
そこで、本稿では、東アジア諸国4か国における学校給

食を手掛かりとして、その理念・位置づけを確認する。そ
の際、「健康」という概念がどのように捉えられているの
か、また「健康権」保障の実態について把握し、そこに潜
む学校給食にみる「健康権」保障の課題について検討する。

（小早川倫美）

2.「健康権」保障の国際的位置づけ
人間の生命・生存にかかわる重要な権利である「健康」

は、1948年に発足した世界保健機構（以下、WHO）によ
るWHO憲章において「単に疾病や虚弱が存在しないと
いうことではなく、身体的、精神的及び社会的に完全に
良好な状態である」と定義されている。「健康」という概念
は、身体の機能や心身に異常をきたしていない状態であ
ると一般的に捉えられており、心身の状態の維持・向上は
個人が担うべきとされていた。しかしながら、心身が完全
に良好であるか否かは個人の責任のみに委ねられること
ではない。WHO憲章に示された「完全に良好な状態」と
は、「環境への適応がうまくいっていることを含めて、生
活全体が満足すべき状況にある」1ことを意味している。
その上で、「健康」とは「人間らしく生きるために必要不可

欠な条件」2であり、「到達可能な最高水準」の権利とされ
ている。つまり、「到達可能な最高水準」の権利は、「到達し
うる最高基準の健康を享有することは、人種、宗教、政
治的信念又は経済的若しくは社会的条件の差別なしに万
人の有する基本的権利の一つである」とする「健康権」と
いう概念が示されたのである。
「健康権」は、1966年に第21回国連総会が採択し、1976
年に発行した「経済的、社会的及び文化的権利に関する国
際規約（社会権規約）」第12条において、「この規約の締約
国は、すべての者が到達可能な最高水準の身体及び精神
の健康を享受する権利を有することを認める」ことを以
て、締約国に対して法的拘束力を持つものとして定義さ
れるようになる。「社会権規約」第12条は、「市民的及び政
治的権利に関する国際規約（自由権規約）」および「選択議
定書」が国際人権規約として総称され、世界的にも基本
的かつ包括的な人権規約として条約化されたことと大き
な関係をもっている。特に、「社会権規約」における「健康
権」は、WHO憲章に記載された「到達可能な最高水準」の
権利に加えて、「到達可能な最高水準の身体及び精神の健
康を享受する権利」とされ、具体的な実現に向けた法整備
等が締約国に課されている点が注目される3。ただし、締
約国に課されている措置等は漸進的に導入・実施してい
くこととされているものではある。このような「健康権」
については、国家が保障するために有効に機能していく
だけではなく、個人の権利を保障しうるものとなるには
WHO憲章および「社会権規約」、締約国による法整備を
一体的に捉えていくことが不可欠である4。

1978年に開催された第1回プライマリ・ヘルス・ケアに
関する国際会議において「アルマ・アタ宣言」が採択され、
WHO憲章ならびに「社会権規約」に規定されている「健
康」の位置づけを再確認し、健康格差を縮小するための
2000年までの戦略目標が提示された。1990年代には、2000
年までの戦略自体を達成することが困難であるとの認識
から、「健康」に付随するさまざまな諸問題を解決する方
向性が転換されることとなる。その後、「健康権」は、2000
年の国連社会規約委員会による一般的意見第14号「到達
可能な最高水準の健康に関する権利」において具体的な
実現に向けた課題等が明示され、「教育をはじめとした健
康を決定する基本的・社会的要因を包括した権利」5とさ
れている。さらに、2002年には国際人権委員会において、
「健康権」に関する特別報告官の任命が決議される等、「健
康権」保障に関する取り組みは継続されている。
上記のような国際的動向を踏まえると、「健康権」が個

人の責任の範疇のみならず、個々人が有する権利である
とともに、基本的な人権としての「健康」が保障されるこ
とが必要であると考えられる。

（小早川倫美）

3.「健康権」保障と学校給食にかかわる国際的動向
（1）日本
日本における食の提供とその保障は、社会福祉分野に

おいて重要な役割が担われてきた。
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促し、食を通した社会性や協同性の育成が目指されてい
る。近年では、学校給食を食育として実施していくために
2004年に教育職員免許法を改正して栄養教諭を新たに設
置、2005年には食育基本法を制定、2008年には学校給食
法ならびに学校教育法を改正し、学習指導要領上におい
ても食育の推進を明記した上での実施・推進が行われて
いる。「食育」の推進にあたっては、健康で文化的な生活を
営むこととその社会実現に寄与することを目的としてお
り（食育基本法第1条）、日本国憲法第25条の生存権が反
映された内容であることが特徴的である。日本において
は「健康権」にかかわる直接的な法規定はないものの、国
際人権規約A規約に批准していることから、同規約にお
ける「健康権」保障には法的拘束力があると捉えられる。
この点からも、「食育」において生存権が反映されたこと
は、国民の「健康権」を保障していく機能の一つとして学
校給食が位置づけられたともいえるだろう。
日本の学校給食は、戦前の貧困児童の救済を目的とし

て、民間の事業によって実施されてきた。戦後には、戦後
復興の一環から子どもの栄養状態を改善することを主目
的とした学校給食として実施された。戦後に新たに位置
づけられた学校給食は栄養状態を改善することのみなら
ず、食に関する知識を養うこと、さらには給食を通じた
人間形成といった教育的要素を含むものであった。つま
り、学校給食は学校における教育活動の一環として実施
されており、子どもの発達保障を担う重要な位置づけが
なされていることは特筆すべき点であろう。こうして、
理念上は教育活動の一環としての位置づけと機能を担っ
ている一方、教育保障さらには「健康権」保障という観点
から日本の学校給食を見た場合には、次のような課題も
残る。
日本の学校給食の実施は学校に対して求められてい

るだけであり、必ず実施しなければならないわけでない
ため、給食を実施していない自治体も存在する。それは、
「学校給食法」が奨励法として位置づけられているためで
ある。法的には奨励法という位置づけになってはいるが、
学校給食の実施や普及にあたって公的な役割を担ってい
くことが学校や自治体には課されており10、条件整備を
行う上では重要な役割ともいえる。そもそも、日本にお
ける「教育を受ける権利」は日本国憲法第11条、第13条、
第25条とも関連付けられているものであり、基本的人権
の一つである。すなわち、学習権は生存権と同様に保障
される権利であり、子どもの発達にかかわる事項は学習
権とも捉えられる。しかしながら、学校給食は各家庭か
らの学校給食費によって支えられており、教育の一環と
して実施しているにもかかわらず私的な負担を強いてい
るという側面がある。学習指導要領において教育活動の
一環として実施していくのであれば、学校給食の実際の
運用を自治体や学校、家庭に委ねるのではなく、公的な
保障のあり方を含めて再検討する必要性を指摘できる。
以上のような点から、学校給食を公的に保障していく

ことが条件整備を行う上でも不可欠であることを示して
いるととともに、「健康権」という観点からみた場合の学

日本の学校給食の萌芽は、1889年に山形県西田川群
鶴岡張の大督寺境内に「貧民子弟を教育するの目的」のた
め、地元住職を中心に設立された私立忠愛小学校での給
食の提供であるとされる6。同時期の日本では、他の地
方においても同様の取り組みがなされており、それらの
取り組みは貧困児童の救済を目的とするものであった。
1920年代には市町村単位での学校給食が開始され、この
時期に学校給食は全国的な普及がみられるようになる。
その背景は、当時の学齢児童の健康状態を改善するこ
と、さらには健康状態を理由とする就学困難を阻止する
ことから、「就学奨励」の一環として実施されたためであ
る7。学制発布以降の明治国家の大きな目的は、国民皆学
を啓蒙的側面から果たそうとしており、学校給食以外に
も当時はさまざまな就学督促の措置が各地方でとられて
いた。こうした「就学奨励」は、学業のみならず生活に至
るまでの補助を施すことを中心に実施されており、福祉
的な側面が強いものであったことがうかがえる。「就学奨
励」の一環として開始された学校給食は、第二次世界大戦
後に学校給食として位置づけられることとなる。
戦後の日本では、戦後復興と貧民子弟の栄養状態の改

善に向けて学校給食が開始される。1946年頃より学校給
食の方針についてGHQおよび日本政府による検討が行
われ、1946年12月に文部省（当時）・厚生省（当時）・農林省
（当時）の三省次通達「学校給食実施の普及奨励について」
が出され、学校給食の教育的効果も示された8。こうした
流れを受けて、1947年1月より、LARA（アジア救済公認
団体）やGHQの支援を受ける形で戦後の学校給食が実施
され、1948年には文部省（当時）より各自治体の教育長に
対して学校給食は教育事業であること、そして学校給食
の意義を教職員だけではなく保護者にも徹底することが
通知された9。こうして開始された学校給食は、1954年に
「学校給食法」として制定され、1956年には義務教育諸学
校を対象とすること、さらには栄養に関する専門的な事
項をつかさどる職員として栄養士の規定が追加されて実
施されることとなる。学校給食は、児童生徒の発達にか
かわる重要な役割を果たすものであると位置づけられて
おり、学校給食や食に関する指導の普及および推進をお
こなっていくことが学校には求められている（学校給食
法第1条）。
学校給食の具体的な内容は、学校給食法第2条に示さ

れている。学校給食の目標は、①適切な栄養の摂取によ
る健康の保持増進を図ること、②日常生活における望ま
しい食習慣を養うこと、③学校生活を豊かにし、明るい
社交性及び協同の精神を養うこと、④生命及び自然を尊
重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養う、⑤
食にかかわる人々の活動への理解を深め、勤労を重んず
る態度を養う、⑥国や各地域の優れた伝統的な食文化に
ついての理解を深めること、⑦食料の生産、流通及び消
費について、正しい理解に導くこと、と規定されている
（学校給食法第2条）。学校給食では、毎日の給食を通
した児童生徒の健康の増進とその発達について日常生
活での正しい食習慣を育てることや食にかかわる理解を
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づけたといえる。さらに、中国政府は国内の社会・経済状
況に応じて1997年10月に前文で掲げた国際人権規約の
「社会権規約」に署名し、2001年3月に批准、そして同年6
月に発効したことによって締約国となった。これで中国
政府は公式に国民の健康や教育などの権利を保障する責
務を負うこととなった。その中で、中国政府は国際社会
における「健康権」を個人自らが守ることよりもむしろ国
が保障するべき責務と捉え、積極的に国民の健康を守ろ
うとし、その一環として学校給食を開始することになっ
た。実施方法としては各地域の異なる社会状況に基づき、
全国一斉ではなく部分的に学校給食を開始する方式を採
用した。
以上の流れを踏まえ、国民・子どもの健康を保障するた

めに、中国政府は国内の経済状況に応じて学校給食を都
市部と農村部に分け、段階的に実施する政策を採用した。　
まず2001年に国家経済貿易委員会、教育部および衛生

部主導で「学校給食の推進に関する指導意見」（以下「指導
意見」）が示され、経済力がある都市部から学校給食を実
施した。主な内容としては、①学校給食の推進を国によ
る教育事業の一部として位置付ける、②地域間の実情に
応じた学校給食を発展させる、③品質を最優先とする原
則に基づき、食品・食材加工業者の認定と管理を行う、④
衛生管理を厳格にし、食品の安全を保障する、⑤「科教興
国」（科学技術と教育による国家振興）方針を徹底するた
め、経営管理、人材の育成、組織の研究、情報サービス
などの役割を専門家に委ねる、との5点が掲げられた。「指
導意見」で注目されたのは、「国家による教育事業」として
明確に位置づけていることである。これにより、学校教
育の中で健康権を保障する認識があると考えられる。
次に都市部の学校給食が実施された10年後の2011年

に、農村部の学校給食法令の「農村義務教育段階の児童
生徒栄養改善計画」（以下「栄養計画」）を制定した。この
「栄養計画」の特徴は都市部の政策と異なり、政府は年間
総額160億元（約2400億円）の給食費を最も貧困である中
西部22の省の699 県における約2600万人の児童生徒を対
象として投入することとした。学校給食の実施に関する
内容は主に、①国は支援対象になる地域の児童生徒に対
し、毎日1人につき3元を支給する、②国の支援外の地
域は状況に応じて奨励補助金を支給する、③食事環境改
善と食堂の建設、施設・設備を整える、④学校給食の実施
に民間、福祉団体などの社会団体の協力を要請する、⑤
学校給食の実施行政機関、民間など福祉団体の協力を要
請する、と規定された。この「栄養計画」は、都市部と農
村部の間にみられる子どもの栄養状況の格差を是正し、
「すべての人に健康を」に到達できる第一歩であると考え
られる。
都市部の学校給食実施率は国レベルでの統計的な調

査は行われていないが、国の経済援助で学校給食が実施
された農村部では、国の統計により2021年4月時点で約
3,700万の児童生徒に学校給食を提供することができ、全
国の義務教育段階児童生徒の約四分の一を占めているこ
とが明らかとなっている。国連世界食糧計画（国連WFP）

校給食の位置づけを再検討していく必要があろう。
（小早川倫美）

（2）中国
中国で学校給食を実施することは子どもの「健康権」

と「教育権」を保障するために重要な意義がある。学校給
食が本格的に実施された2001年から現在の2021年までに
20年が経過したが、その実施によって中国の都市部・農村
部の子どもの栄養・健康状況の改善および、教育機会の平
等の促進に貢献した一方、数多くの課題が挙げられてい
る。本項は中国における学校給食を実施した当時の理念
を再確認した上で、学校給食を通してどのように子ども
の「健康権」、さらに「教育権」を保障するべきかを検討し
たい。
中国の学校給食の実施理念を再検討する際、その国際

的な背景を見る必要がある。
1966年に国連総会で採択された国際人権規約の「経済

的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規
約）」によって、中国政府は人間が生まれながら有する人
権の基本として健康権（第12条1項）および教育権（第13条
1項）などを条約化した。中国政府は当時の国内の実情に
応じてすぐには社会権規約を批准していないが、その後
の1978年にWHOとユニセフが採択した「アルマ・アタ宣
言」を受け入れ、宣言で掲げられた「2000年までにすべて
の人に健康を」の目標を実現するために、当時、発展途上
国であった中国はWHOの協力の要求を受け入れ、1979
年に国内で「世界保健機関（WHO）初級衛生保健合作セ
ンター」が設置された。1980年代から衛生部（日本の厚生
労働省に相当する）主導で貧困の農村部から都市部まで
の初級医療衛生体制を確立し、ようやく国民の健康を国
が保障する国内措置を整えようとした。　
「アルマ・アタ宣言」が採択されたと同時に、1978年に
中国政府は改革開放経済政策を実施し、社会全体の経済、
医療、教育などの各社会分野を急激に発展させることに
なった。こうした状況の中、全国的な範囲での初級医療
衛生体制の確立によって国民の健康は一定程度保障する
ことができた一方、改革開放経済政策によって都市部の
経済は急速に発展したことに伴い、都市部と農村部の経
済格差は拡大した。この経済的な格差は、都市部と農村
部の健康や教育状況に深く影響を及ぼした。特に、1980
年代後半では都市部の生活水準が高くなるとともに、子
どもの食生活の乱れや肥満傾向等が年々拡大し、特に栄
養素の過剰摂取による栄養バランス不良が突出した問題
となった。
このような状況の中で、1990年に中国政府は国内で見

られる健康の問題を解決すること、且つ「アルマ・アタ宣
言」に掲げられた「2000年までにすべての人に健康を」を
実現するために国内のアクションプラン「2000年予防保
健戦略目標」を制定した。その中では、国民の健康を保障
するために、義務教育段階の小中学校を対象として「学校
給食の実践」を明確にした。このアクションプランによっ
て、中国は国民、特に子どもの健康権を保障するために
学校給食を実施することは有効な手段の一つとして位置
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は世界169か国の学校給食の分析によって、現時点におけ
る中国で学校給食が提供されている児童生徒数は、イン
ド（1.14憶人）、ブラジル（4,700万人）、アメリカ（4,500万
人）に次いで世界4位になった11。
中国政府は国民の健康を保障するために漸進的に国

内の措置を取ってきた。特に健康の問題について世界中
で改めて考えさせられた今日において、2021年8月2日、
中国は教育部、国家発展改革委、財政部、国家衛生健康
委と市場監督総局の五部門は連携で「教育部等の五部門
における新時代の学校衛生と健康教育の強化と改進に関
する意見（教育部等五部門关于全面加强和改进新时代学
校卫生与健康教育工作的意见）」を公布した。この意見は
2035年に中国が「教育強国」と「健康中国」になるための新
しい健康アクションプランである。その中で学校給食に
ついては、「児童生徒に栄養バランスの良い食事を提供す
る」ことを明記し、食育教育等に関して規定された。この
意見によって中国政府には、国民の健康を保障するため
の措置において学校を中心に学校給食によって子どもの
健康を保障することが、今後の一つの有効な方法として
期待される。
以上のように、中国の子どもの健康・教育状況は学校

給食の実施によってある程度改善することができた。
しかしながら、2019年末からのCOVID-19の拡散によっ
て中国全ての教育機関が停止し、オンライン授業に切り
替わったことで子どもは学校に通うことができなくな
り、給食の提供が停止することもやむを得なかった。こ
のような状況に対して中国政府は今後も「アルマ・アタ宣
言」の「健康権」を保障するのであれば、引き続き全ての子
どもに学校給食を提供しつつ、これから求められる新た
な「健康権」に対しても社会状況に応じた対応をする必要
があるといえよう。

（張磊）
（3）モンゴル
モンゴルは1961年に国連に第101番の国として加盟以

降、国連の11の機関がモンゴルで活動を行っている。そ
の一つであるWHOは、1962年4月18日からモンゴルで活
動を行っている。
モンゴルにおける健康については、モンゴル国憲法16

条6では「国民は健康を保護される、病院のサービスを受
ける権利がある」、健康法12の3条3 .1 . 1では「『健康』とは
人は病気や病弱が無く、身体と精神、社会活動等で順調
である状態」と定めている。
モンゴルでは2000年以降の経済成長13に関連して各分

野において様々な政策が実施され、教育分野についても
同様であった。2004年に行われた国会選挙においてモン
ゴル人民革命党（当時）が勝利し、政権を獲得した2004年
からさまざまな分野で新しい政策が次々と打ち出され
た。その一つは、モンゴル人民革命党（当時）のマニフェ
スト14に掲載されていた「学校軽食」であった。モンゴル
人民革命党党のマニフェスト1の社会政策、雇用、生活
保障には、次のような記載がある。

　
教育の質向上、スタンダードを国際基準に合わせ
る、創造的思考力を有する専門者を育成するため
にアクセス可能で質の良いサービスを提供する
目的を実現する。
1年生の子どもに軽食時間を設け、その費用を国
家負担とする。

上記のマニフェストの通り、2006年10月にモンゴル議
会2006年規定第66、政府2006年規定第194に基づき、教育
文化科学大臣、健康大臣によって2006年第379/341学校軽
食プログラム15が発布された。こうしてモンゴルでは、
学校で子どもに食事を提供することが開始された。当時
は学校での食事の無償による提供は、日本や先進国の学
校で提供する「給食」16ではなく「軽食」17であった。本プ
ログラムの内容は以下の通りであった。

1 .一般原則 
2 .学校での軽食提供 
3 .軽食の品物、その要件
4 .軽食メニュー作成要件
5 .契約者選出の条件
6 .軽食プログラム実施監査、報告

　　
プログラムでは、軽食の提供や製造、業者や評価から構

成されていた。プログラム実施は当時の与党による政治運
動で始まったものであるが、規定内容からは子どもの健康
を重要視したプログラムとなっていることがわかる。
本プログラムは、2005-2006年度：1～2年生、2006-

2007年度：1～4年生、2007-2008年度からは1～5年生を
対象として、その実施範囲を広げた。また、国家が負担
する一人当たりの費用については、プログラム開始時は
300トグリグであったが、提供する食事の質に応じて値上
げが行われ、2008年：400トグリグ、2013年からは600トグ
リグにまで上昇した。また、プログラム実施に関する調
査を行い、その規定内容も改善された18。国家監査局19に
よる「“軽食”プログラム実施に関する2007-2008年、2010-
2011年調査」では、プログラムの実施が首都郊外および地
方の低所得家庭には有効な支援であったことが明らかに
なっている。
プログラム実施に関連して、次のような課題も明ら

かになっている。モンゴル健康省と国連が2017年に行っ
た「モンゴル国人口食事栄養国家第5調査」では、成人、
学童、幼児の過体重や肥満が直近10年間に劇的に増加傾
向にあり、過体重の6～11歳の子どもの17.6％は地方、
23.9％が首都にいることが明らかになっている。また、
さまざまな調査において、学校で提供している食事の質
や実施に関する問題点が挙げられている。例えば、学校
での食中毒の発生、提供している食事の栄養バランスが
基準以下であること、食事の量や種類が少なく、衛生状
態が良好ではない場所での調理といった多数の問題が報
告されている。

35小早川倫美・黒木貴人・ARIUNJARGAL Lkhagva・張　磊



ように健康権保障にかかる規定がなされている。
誰しもが健康保護と医療支援にかかる権利を有する。

国家及び自治体の保健施設における医療は、関係予算、
保険料、及びその他の収入により、これを無償で市民に
提供する。（ロシア連邦憲法第41条1）

その上で、ロシア連邦における「健康」の具体的な概念
は、連邦法「市民の健康保護の基本について」（以下、連邦
健康保護法）に次のように規定されている。すなわち「病気
や器官的・人体構造的機能の不調がなく、人々が身体的・
心理的及び社会的に平穏である状態」（連邦健康保護法第
2条1）であることとされる。この規定は、先述のWHO憲
章の定義とほぼ同義であるといえよう。連邦中央及び連邦
構成主体は、各種の公衆衛生政策や医療の提供など、人々
の心身の健康を保持するための取り組みをしていくこと
が義務付けられている（連邦健康保護法第2条2）。
学校給食に関わる具体的な法制は、連邦法「ロシア連

邦における教育について」（以下、連邦教育法）の中に規定
される。まず、学習者の権利として生命と健康の保持や
状況に応じて食料物資の保障を求めることが認められて
おり（連邦教育法第34条）、教育機関には学習者の健康保
護・増進に関わり給食を提供するための条件整備が求め
られている（連邦教育法第28条）。より具体的に給食に関
わる規定もなされており、学習者への給食は教育機関の
権限のもとに組織されること（連邦教育法第37条1）、加
えて授業の時間割は食事をするために十分な時間を確保
することも求められている（連邦教育法第37条2）。そし
て後に詳述するように、2020年9月からは小学1～4年の
児童に対し少なくとも1日1回は温かな食事を提供する
ことが義務付けられた。これは「温かい食事プロジェク
ト」と呼ばれる。
より細かな学校給食に関する規定は、2008年に施行

された給食に関する衛生学的・感染症学的規定（正式名称
は、ロシア連邦国家衛生医師長決議「普通教育機関及び
初等・中等職業教育機関における給食に関する衛生学的・
感染症学的規定」）に定められている。ここでは、教育機
関に対し児童生徒への食事を提供することが規定されて
おり、メニューは1～4年生、5～11年生に分けて栄養面
などを考慮し作成することとされている。そして、各教
育機関は概ね2週間の献立をホームページ等で公表する
ことが求められている。さらに、調理室の広さや調理方
法、扱う食器、衛生管理方法、朝食・昼食で扱われるべき
料理等、細かな要求が為されている。
以上のような連邦の法規および各地方の規定に従い、

各教育機関は給食に関する基準を作成することになって
いる。例えば、モスクワより数百キロ南方に位置する中
等普通教育学校の給食に関する規定を見てみると、同学
校における給食の目的が示された上で、給食を提供する
ための具体的な手続きや規程、さらには約10日間分の献
立について示されている25。連邦教育法の規定に基づき、
小学校1～ 4年生についてはすべての子どもに対して無
償で食事が提供される。さらに、障害を有する子どもに

上記のような課題から、政府は軽食プログラムを強化
し、学校で提供する食事の質を改善し、子どもの健康を
守り、知識豊かな人間を育てること、学習意欲の向上、
発達状況に応じた栄養バランスの良い食事を与える必要
があるとした20。そのため、健康な国民を育成するために
は学校で提供している軽食をさらに強化し、給食にする
必要があるとした。子どもは1日の3分の1を学校で過ご
しているため、1日で摂取しなければならない栄養の15-
20％を学校での食事を通して与えることは、子どもの身
体づくりには重要である21。さらに、幼少期より健康的
な食事を与え、健康で礼儀正しい国民を育てることは国
家の将来に大きな意味を持つこと22、また、給食を通し
て子どもに栄養や健康に関する知識を身につけることも
重要であると指摘している。　
「学校軽食」プログラムの環境を改善し、範囲を拡大さ
せるために国家議会では、2019年に「学校給食製造、サー
ビスに関する法律」23を決定し、2020年9月1日から施行
した。本法の発布に伴い、「学校給食製造、サービスを促
進する国家プログラム」24を政府が決定し、実行させる
よう指示した。新設された法律は、軽食プログラムの内
容を踏まえられている。本法律の用語説明において「学校
給食製造、サービス」とは、学校で学んでいる児童や学
校寮で生活している子どもに健康で栄養バランスがとれ
た安全・安心な食事を学校から提供する活動を指すとし
ている。本法律は2020年9月1日から施行され、2021年
度は1-5年生のみが対象であったが、2023年度までには
1-12年生の全生徒を対象として施行されることになっ
ている。「学校給食製造、サービスに関する法律」の法律の
目的は、以下の通りである。
　
児童生徒の知能や体力を養うこと、正しい食習慣を身　　　
につけることを目的とした学校給食製造、サービス制
度、管理、参加者の権利、義務、責任、監査を行い、
活動を支援することである。

本法律では、学校での食事を通して栄養を与え、子ど
もの健康状況を支援しようとしていることがわかる。本
事業の運営から予算・監査等に至るまで国が関与した上
での実施を目指していることから、国が国民の健康づく
りに力を入れていることが指摘できよう。
モンゴルは世界の国々と比較すると、遅れた形で学校

給食に関する政策を打ち出した。軽食からスタートした
施策の法整備が行われ、ようやく学校給食制度の本格的
な開始が近づいている。また、学校給食は、憲法で規定
されている「健康は保護される」という権利を保障し、健
康な国民育成に近づける一つの手段であると認識されて
いるといえよう。しかし、学校給食は本格的に実施され
ていないため、内容について評価等は今後の取り組みを
注視する必要がある。

（ARIUNJARGAL Lkhagva）
（4）ロシア
ロシア連邦憲法では、「医療を受ける権利」として次の
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ついては1日2回無償で食事を提供することになってい
る（連邦教育法第79条に基づく措置）。さらに同学校で特
徴的なのは、障害の程度によって自宅で学習する子ども
に対しても、無償で食事を提供することになっている。
どのような形で食事が提供されるかは現時点でフォロー
し切れていないが、学校という場所に限定することなく
健康を保障するための食事提供の仕組みを整えているこ
とは注目されるべき点であろう。
次に、学校給食に関わり注目すべき直近の動向につい

て整理する。それは、先に触れた「温かい食事プロジェク
ト」である。

2020年1月、プーチン大統領は連邦議会における年頭
の教書演説において、同年9月からロシア全土の小学1～
4年生に対し、無償で温かい食事を提供することを提案
した。この提案は、ソ連崩壊後のロシア連邦の人口動態
を概観した上で、今後持続的な人口成長を果たすために
は子育て世帯の経済的負担の大きさを軽減すること、特
に貧困家庭に対する支援を手厚くし、格差を是正するこ
とが重要であるとの認識から為された。
近年のマスコミ等の報道や社会的な議論を見てみる

と、学校給食をめぐっては調理室等の設備の老朽化、非
衛生的な環境が指摘されていた。加えて、提供される食
事も栄養が偏っていたり、冷えていたりと、必ずしも子
どもにとって良くない状況が散見されたという。無償で
提供するための財源は連邦中央及び連邦構成主体、地方
で担うとし、報道によれば2020年は約260億ルーブル必要
になるとのことである26。実施できるところから段階的
に実施し、2023年までには全土で実施できるように進め
ることも言及した。
この教書演説を踏まえ、同年3月には連邦教育法や連邦

食品安全法が改正され、小学1～ 4年生に対して無償で温
かな食事を提供することを教育機関に対して義務付けた。
連邦教育省のホームページを見ると、「児童生徒に対

する温かな食事（Горячее питание для школьников）」の
特設ページが開設されており、肝いりで推進されている
様子が分かる27。政策動向のみならず、学校での実施状況
や児童生徒および保護者の満足度等、様々な情報が日々
更新されている。
以上、ロシア連邦における学校給食を簡単に概観して

きた。連邦教育法において学習者に対し給食の保障を求
める権利を認め、教育機関に対しても給食を提供するた
めの条件整備を義務付けていること、加えて連邦食品安
全法や給食に関する衛生学的・感染症学的規定など、関連
法規を整備していることは、連邦健康保護法に規定され
る健康を実現するための最低限の制度基盤を形作ってい
るものと捉えることができる。しかし、法の要求通りに
現実がなっているわけではなく、長らく学校給食をめぐ
る劣悪な環境が批判されていた。そのような状況下で、
本年1月にプーチンが「温かい給食」プロジェクトを打ち
出し、9月から肝いりの政策として推進されている。各
種報道を見る限り、ロシア国民は同プロジェクトに対し
て一定の評価をしているようである。その意味において

は、健康権保障を一層進めるものとして期待したい。
一方で、2023年までに全ての小学1～4年生へ無償で

温かい給食を提供するという計画が、順調に進むかどう
かは不透明であり、今後の動向を注視する必要がある。当
然ながら、地方間の財政的基盤には差がある。それを是
正するために連邦中央が予算を捻出するとのことだが、
連邦中央と地方がどのようなバランスで給食にかかる財
政負担をしているのかは、よりミクロな視点から検証し
ていく必要がある。
また、同プロジェクトは子どもの教育的観点というよ

りも、国家の経済的政策という側面が強く、必ずしも日
本のような食育的要素が求められているわけではない。
その意味でも、真に子どものためになり得るものになる
かどうかは、さらに多様な面から検証していく必要があ
るように思われる。

（黒木貴人）

4. 結語
本稿では日本・中国・モンゴル・ロシアの4か国を対象

とし、「健康権」保障の観点から学校給食の位置づけやそ
の背景、諸動向について考察を行ってきた。各国の状況
については、以下のように示すことできる。
日本においては、戦前の貧民救済を目的とした民間に

よる慈善事業を経て、戦後には子どもの栄養・健康状態の
改善ならびに、給食を通した人間形成を行う教育的意義
を伴う学校給食として制度化された。学校給食は、1954
年の「学校給食法」の制定によって学校給食を実施・普及
していくことが学校や自治体の役割として課され、今日
に至るまでの学校給食として実施されている。さらに、
2005年の「食育基本法」の施行後、食育という観点から生
きる力を育んでいくこと、食育を推進するための教職員
として栄養教諭制度の創設が行われた。食育は、健康で文
化的な生活を営むこととその社会実現に寄与することを
目的としており（食育基本法第1条）、日本国憲法第25条
の生存権が明示された内容であるといえよう。具体的に
は、2008年の学習指導要領改訂によって給食の時間のみ
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図1 「温かい食事プロジェクト」に関するパンフレット
【出典】https://edu.gov.ru/activity/main_activities/general_edu/
hot_meals　　　　　　　　  （最終アクセス：2021年9月28日）



していこうとする動きがみられる。ロシアでは、WHO憲
章を反映してロシア連邦健康保護法第2条1において、健
康に対する連邦中央ならびに連邦構成主体による取り組
みが義務付けられている。連邦健康保護法を踏まえて、
ロシア連邦教育法において学校給食にかかわる直接的な
規定がなされている。具体的には、学習者の権利として
「健康」にかかわる保障が認められており、教育機関は学
習者の「健康」を保障するための条件整備を担う役割が明
示されている。学校給食は2020年9月より、小学1～4年
生に対して1日1回は食事を提供する「児童生徒に対する
温かい食事」プログラムとして中央主導で実施されてい
る。これは、貧困家庭への支援をはじめとした格差是正
を目的としたものであり、健康状態の改善から教育状況
の改善を図ろうとするモンゴルと同様の姿勢がうかがえ
る。ロシアでは、さまざまな格差を是正しようとする社
会保障分野からの強い後押しもみられるとともに、教育
分野と他分野の連携によって実施されている点が特徴的
であろう。
以上のように、4か国の学校給食をめぐる動向から、

学校給食の視点から、「健康権」保障のあり方について検
討してみたい。
第一に、本稿で対象とした4か国においては、国民の健

康状態を改善することを目的の一つとして学校給食を実
施してはいるものの、「健康」の捉え方については異なる
様相となっている。国際的な「健康権」は個々人が健康で
あるだけにとどまらず、社会全体を含めた基本的な人権
の一つとして定義されている。つまり、「健康権」はただ単
に健康な身体でいることのみならず、健康であることは
個々人が社会の中で生きていくこと、人生を充実させる
ウェルビーイングの実現を目指すことである。このよう
な点から考えると、人権としての「健康」をウェルビーイ
ングの視点からどのように保障していくのかが重要とな
る。「健康」を社会全体に通ずるものとして捉え、教育分野
だけではなく、他分野との連携等によって保障していこ
うとすることが必須となろう。本稿でとりあげたモンゴ
ルやロシアの取り組みは、こうした理念を直接的な背景
とはしていないが、国全体または社会の問題として取り
組んでいこうとする姿勢がうかがえる。
第二に、学校給食をどのような位置づけで実施してい

るのか、という点である。日本では学校給食の実施当初よ
り教育的意義づけを伴っており、近年では「食育」の推進
によって教育課程上においても法的にも拘束力を持つも
のになっている。同様に中国では、健康状況の改善だけ
ではなく教育的意義を意識した内容も検討されている。
また、モンゴルやロシアでは両国の国内事情を踏まえた
上での学校給食の実施となっている。現在の学校給食に
関しては、ロシア以外の3か国は学校を主体として学校給
食を提供しているが、ロシアでは、学校という場で学習
を行っていない子どもに対しても食事の提供を保障して
いくことが自治体や学校には求められている。これは、
学校以外の場所で学習を行っている子どもにも学校給食
を保障していこうとするものであり、取り残される子ど

ならず、平素の教育活動においても食に関する指導を計
画的に実施していくこととなり、教育活動の一環として
の要素がより強化された形となっている。このように、
日本における学校給食は、個々人の健康状態を保障する
ことにとどまらず、食を通した人格形成を行うことを主
眼としており、そのための活動を学校教育活動に盛り込
んでいる点が特徴的である。しかしながら、学校給食の
実施は各自治体に委ねられており、実際に学校給食を実
施していない自治体も存在している。また、学校給食に
要する費用は各家庭からの支出とされており、近年社会
問題化している給食費未納も大きな課題である。日本で
は学校給食にかかわる法制度は整備されている一方、「健
康権」を保障するような学校給食として機能しているの
か否かは疑問が残るところである。
一方、中国では、国際的な規約等への批准が学校給食

の背景としてみられる。改革開放政策後の中国は都市部
での経済状況は改善に向かう一方、子どもの栄養・健康状
態の悪化が社会問題化し、国全体の健康状態を改善する
必要性が問われた。その後、WHOに加盟し、1990年には
「アルマ・アタ宣言」を採択後、「アルマ・アタ宣言」に規定
されている「到達可能な最高水準の健康」を達成すること
が国としての大きな目標とされた。さらに、1997年には
「国際人権規約」における「社会権規約」に批准するに至っ
た。国際的な規約等への批准を踏まえ、中国では「アル
マ・アタ宣言」における「到達可能な最高水準の健康」を維
持していくこと、つまりは「健康権」を保障するための取
り組みの一つとして学校給食が位置づけられ、実施され
ている。中国の学校給食は、都市部・農村部それぞれの経
済状況に応じて段階的に実施されており、国内の健康格
差を是正することを大きな目的として中央主導で行われ
てきた。現在、中国国内の子どもの健康格差は改善され
つつあり、学校給食の実施・普及が大きな役割を果たして
きたといえる。このような変遷を経た中国の学校給食
は、「健康権」保障を基盤とした実施が特徴的であり、学校
給食の目的・内容に関しては日本と同様に、栄養・健康状
況の改善を目的としたものから教育的意義を有する学校
給食に移行しつつあるといえる。
モンゴルでは民主化以降、さまざまな政策が実施さ

れる中で2004年より政権を運営した人民革命党（当時）は
社会保障政策をマニフェストの一つとして掲げ、教育の
質向上に向けて子どもに軽食を提供することが提案され
た。このマニフェストを踏まえて、2006年に「学校軽食プ
ログラム」が発布され、学校で子どもに食事を提供する
こととなった。ただし、同プログラムでの提供は一食分
に相当する食事（給食）ではなく、軽食の提供となってい
る。同プログラム実施の背景には、モンゴル全体の栄養・
健康状態が芳しくないこと、さらには教育の質向上が大
きな目的としてあった。近年では、国内全体の健康状況
を改善することを目的とした諸施策が推進されており、
「学校軽食プログラム」は「学校給食」としての実施が目指
されている。
モンゴル同様にロシアにおいても、学校で食事を提供
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ではなく、人生を豊かにするためのウェルビーイングの
実現の両立を企図する機能を持つものであるといえる。
もちろん、学校で過ごす時間はそれぞれ異なるが、学校
が人間の生活の一部として機能している以上、教育だけ
ではなく食事の提供を含めた生活にかかわる保障を行っ
ていくこと、すなわち「健康」にかかわる保障も不可欠で
ある。このことは、日本の学校給食が教育的機能を持つ
ものであり、「教育」と「健康」を両立できるものとして国
際的に注目されていることにも通じる点であろう。つま
り、学校給食は教育において「健康権」を保障していくた
めの重要な役割を担うものでもあり、学校教育という場
に限らず、その保障がなされていくことが必要である。
加えて、「健康権」保障は、非常時のコロナ禍だけではな
く、平時においても保障されることが求められる。
現在、学校給食に限らず、学校教育制度は「学校」とい

う場を主体且つ固定して実施されており、学校を主体と
して教育は行われている。故に、学校教育が機能しなく
なったコロナ禍では学校給食の提供が困難となり、困難
を抱える家庭の子どもたちはますます厳しい状況に陥っ
てしまったのである。つまり、場を固定した支援の場合、
その場から漏れてしまうケースが生じてしまうことは、
現行制度の限界性をあらわしているともいえる。国際的
にも教育のあらゆる機会から取り残される子どもの存在
が着目される中、子どもの権利を保障するための教育を
志向するならば、「教育を受ける権利」と「健康に生きる権
利」の両立をどのように捉えていくのかを検討すべきで
あろう。このような保障のあり方は、現在日本で子ども
の貧困対策として推進されている「プラットフォームと
しての学校」や多職種連携によって多様な教育課題に対
応しようとする「チーム学校」のように、学校を教育とし
ての場だけでなく、さまざまな課題を抱える子どもの権
利を保障していく場として捉えられていることにも共通
する事項であるといえるだろう。
本稿では学校給食を手掛かりとした「健康権」保障に

ついて考察を進めたが、学校給食に限らず、「教育権」と
「健康権」を一体的に捉え直す制度のあり方について、引
き続き検討していきたい。
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